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議事に先立ち、配布資料（16ページ参照）は2014-1-01～09と、2014-1-10の2つに分れており、席上配布の参考資料２点も加わった旨を事務局が説明した。
また、議事次第に｢議事６. その他｣を追加し､｢中小企業向けの可視化出来る電子署名の方法｣の検討案を審議する。電子署名付PDF等のインテリジェントフォームが最近使われ始めているが、PDFだけでなくXML、HTMLによる方法について当TFで考える。今回は、専門家に検討を求めた中間報告第1弾の紹介を、同議事で行う。
４．議事概要　
４－１．自己紹介およびタスクフォースリーダー選出　

・2014年度第１回会議に際し、出席者の自己紹介および名簿（業界横断2014-1-02）の確認を行った。

・本年度当TFリーダーの選出を行い、小島プレス工業株式会社兼子邦彦氏が、全出席者の賛成を得て前年度に続き再任された。

４－２．2014年度活動計画とスケジュール　
・2014年度当TF活動計画とスケジュール案に関し、資料(業界横断2014-1-03)により､事務局が概要説明を行った。
・2014年度活動計画に関し、活動方針および下記の活動５項目の事項別説明を行った。 
（１）業界横断EDI仕様の領域メッセージへの展開
（２）業界横断データ辞書フレームワークの実装
（３）海外進出企業の現地取引への適用
（４）業界横断EDI仕様の国際標準整合化
（５）中小企業を考慮した可視化できる電子署名導入可能性調査
・幹事会による協議に基づき事務局は、今年度の活動計画および次年度以降の方針につき全会員のヒアリングを５～６月に行った。その結果等により上記５項目の各活動を今年度スケジュール案にまとめ､資料の２ページに示した。
・事務局には宿題が残っており、前年度ビジネスインフラガイドブックV3.0の編集作業を続けている。
・領域への展開に関しては、JIT現品票方式＝カンバン方式の最初の試作を行ってみたところである。また、支払通知の試作も行ってみた。航空機の方も試作版が出来ているが、今回はまだ提示出来ない。

・現品票と支払通知は、試作版を本日示し、各位の意見に基づき、実証までに固めて行く予定。
・領域別メッセージの辞書への登録方法に関しては､ドメイン名の付け方等を本日討議願い、試作版を作成し､その登録に基づきレジストリ検索のデモ版を作りたい。

・支払通知は、実証実験が行われる11月頃までに固める必要がある。
・登録公開を11月頃に行い、領域別メッセージ拡張に伴い追加した情報項目を国連CEFACTに提案する。インド ニューデリーで11月に開催予定の国連CEFACTフォーラムには間に合わないが、2015年版に入れることとしてBRS等の英語版を作成し提案する。2015年４月のフォーラムで審議を受け同年後半のB版に入れることを見込む。
・実証実験に関しては、小島プレス工業㈱の尽力でバンコクにおいてDAIWA KASEI Co., Ltd.と自動車系部品メーカーによる実証が、この８月末～９月に予定されている。
・海外調査の時期は12月頃が最適であろうとの見通しである。調査対象国はここ２カ月のSIPS会員企業のヒアリングで、アセアン加盟国のうちベトナムが有力である。
・インテリジェントフォームI-Form＝「可視化出来る電子署名付フォーム」に関しては、技術的な調査を行い、PDFかXMLかHTMLかを検討する。タイ政府のエージェントがI-Formにつき実装しており、その方式と、バンコクで広げて来たものとの整合を図る必要がある。9月にESCAPの会議、11月末か12月初めにAFACT会議がバンコクでそれぞれ開催予定であり、これら会議参加の際に、その点を調査したい。その結果に基づき、コンセプト設計を行い、出来れば実装テストを行いたい。12月に調査を行うと、実装テストは少し後にずれるかもしれない。
・同説明に関し、以下の質疑応答があった。：

　－I-Formの実装テストというのは具体的にどのようなものか。パッケージがあるのか。
－ソフトをこれから作り込む。現在㈱グローバルワイズが手を挙げている。バンコクのDAIWA KASEI Co., Ltd.絡みの実証実験に電子署名付メッセージが必要である。現地に拡げる必要もあるので、汎用的なものにしたい。それらも含め、設計をどうするか。㈱グローバルワイズが申し出ているが、I-Formの実装ソフト開発等にはどの企業も歓迎である。コンセプトは共通で、実装は製品次第で異なる点もあろう。
・同活動計画案に基づきスケジュールを組むことが了解された。
・「国連CEFACT標準準拠」という言葉を使い分けるとして、下記の度合いによるconformance、compliance、consistenceの３つに区別することが、国連CEFACTで論じられていると、事務局が紹介を行った。： 
　∘仕様の必須項目を100％カバーし少しも逸脱していないものをfully in conformanceと言う。
∘仕様の必須項目のうち一部だけを必要に応じて使うことはin complianceと呼ぼうとしている。例えば業界横断EDI仕様でCCLに準拠し使用しているのはin complianceになる。
∘in consistenceは、仕様の必須項目のうち一部を使い共通点があるが､他の部分は勝手なものを使用していることを言う。　
・CCLの項目を使いメッセージを独立に作るというSIPSのin complianceのやり方に関し、国連CEFACTの一部のグループは注目しており､AFACTに提示したホワイトペーパーがそのグループに知られている。シングルウィンドウの相互運用性に関し、国によりかなり異なる場合があり、全部を国連CEFACTベースの同じメッセージにするということはあり得まいという意見が多い。
・データは全て共通化するが、メッセージは異なっても良く、その異なっているメッセージを管理する、というSIPSのやり方が良い方法だと言われている。conformanceに関する電話会議を本日も夕刻に行う。共通辞書を使ったメッセージ辞書のフレームワークが、普遍的に受容れられ始めようとしている。
・同説明に関し、以下の質疑応答があった。：

－ISO側と国連CEFACT側とでは、準拠に関し相異している面があるというが、ISOは異なる区別をしているということか。
－ISOのconformanceの定義は、Directiveで決められている。UBLはconformしていると言っているが、ISOからするとそうではない。
－オープングループのThe Open Group Architecture Frameworkの中の考え方を、国連CEFACT内に一部生かそうとコンフォーマンスグループ（SIPS事務局長はその1員）で討議しており、その結果を今秋提示の予定である。現在のIT技術ではセマンティックさえ相互運用性があれば、マッピングツールを介在させ異なるシステムが繋がるという状況になっている。fully in conformanceに限定しなくても柔軟な対応が可能である。相互運用性を図るために、メッセージは異なってもデータを全て共通にすれば、セマンティック相互運用性を実現するマッピング・ツール（ベンダーに開発を期待する）があれば可能になる。
・以上により、スケジュール案に関しても了解がなされた。
４－３．領域メッセージへの拡張
４－３－１．JIT（現品票方式）

・JIT（現品票方式）に関し、資料(業界横断2014-1-04および05)により事務局が概要説明を行った。
・領域メッセージへの拡張に関しては、航空機業界の話が進んでいるが、それを実装する企業側と公開の話がついていない。

・トヨタの１次ベンダーが集まりトヨタWGとして、１次ベンダー以下との取引にJITカンバン方式を実現するメッセージを作った。１ベンダーあたり200～300社ということである。
・資料05「仕入先間部品調達の仕組み作り」の裏面に、１次ベンダーとその仕入先間のメッセージ・データ項目が一覧化されている。これらを構造化し国連CEFACT方式で定義したものが、資料04の「確定注文メッセージ」である。

・同メッセージのデータ項目を構造化する中で、国連CEFACTのデータ項目には下記のものが足らないことが分った。：
　∘発注元クラス Procurement Requiring Party
　∘納入場所クラス Ship To
　∘出荷場所クラス Ship From
　∘梱包クラス Physical
・これらは注文メッセージに関して判明したが、納入までを含め精査の上、足らないもの等を明らかにし、必要に応じ国連CEFACTに要求することになる。　
・資料05「仕入先間部品調達の仕組み作り」に関し、リーダーより補足説明があった。：

　－平成24年度中小企業庁より小島プレス工業㈱が受託し作成したものをベースに、トヨタWGにトヨタ関連企業10社が参加して必要情報項目を決めた。トヨタ系だけでなく、自動車工業会JAMAに平成21～23年にトヨタ標準ということで自工会標準の一部にすることにつきJAMAと交渉した。JAMAはXMLを検討している時であり、こちらが提示したものもXMLであったので、今後のXMLに良い事例が出て来たと採用され、平成24年3月にJAMAの標準になった。
・資料04の「確定注文メッセージ」は最初の試作版であり、実装して修正要件等を洗い出したい。
・追加するものがいくつかあるが、CCLに大きなインパクトを与えるものではない。例えば発注元クラスは CI_ Trade_ Partyという取引当事者クラスに、そのアソシエーション(関連付け)を１つ追加するだけである。納入場所クラス、出荷場所クラス、梱包クラスも同様のアソシエーションの追加ということである。
・ベースのデータ項目BBIEの追加もあるが、その要求は比較的簡単に受容れられる。アソシエーションの追加は、情報の構造が変り全体の整合性を崩さないか等を見るため、要求内容は精査される。その精査に耐え得る要求を提出する必要があり、注意を払って共通辞書変更の要求仕様書を作成する。
・同説明に関し、以下の質疑応答があった。：
　－注文納入クラスの上段部分にShip ToとShip Fromがあり、下段にまたShip ToとShip Fromを要求するのか。
－上段部分はCI_ Trade_ Partyの納入先企業と出荷元企業で、そのLocationが何処かが、下段の納入場所クラスと出荷場所クラスになる。　
　－物流では、Consignor とConsigneeと言う。それとはイメージが異なるのか。
　－Consignor およびConsigneeは欧州系の言い方である。米国系ではShipperが一般的で、Ship ToとShip Fromとなる。Ship ToとShip Fromの言い方は、国連CEFACTで使われている。
　－メッセージに展開する時に修飾子が付く訳だが、その時にShip To . . と使うのか。
　－「注文納入クラスCIOH_ Supply Chain_ Trade_ Delivery － Ship To CI_ Logistic_ Location」というように使う。
　－ここには２つのABIEを繋げるプロパティがある。同じプロパティは、何回も出て来る。
４－３－２．領域メッセージ登録手続について
・領域メッセージの登録手続に関し、資料(業界横断2014-1-06)により、事務局が概要説明を行った。
・資料1ページの登録手続概要のように、申請者の制限は無いが、申請する領域メッセージの管理ができること（含．領域名とその定義）を必須とする。
・審査会は当TFの中に設けることとしたい。メッセージだけでなく概念データモデル－ どういうプロセスで、どういう時に使うか －も、ビジネスインフラガイドブックにある一連の項目とともに審査する。受付および登録はSIPS事務局が担当する。
・最初に全体のBRSを定義し、実際のソリューション－ XMLにするのか、何にするのか －までを入れることが最初の考え方であり、登録の中身にXMLのスキーマまで入れるかどうかは任意である。
・資料２ページ「レジストリ登録手続」に、登録手続の詳細フローがある。領域＝ドメインそのものを登録してもらい、これにドメインコードを付番する。登録ドメインの登録諸要素はレジストリ内に入らないため、登録URIをSIPSのサイト上、または登録ドメインのサイト上に載せ、リンクさせて要素タイプを検索する。
・登録要素タイプは、内容の整合性だけを事前に事務局がチェックし、中身は審査委員会がチェックリストに基づき審査して結果を通知する。これを事務局が登録する。
・資料３ページはデモ用の「レジストリ画面構造」である。レジストリ概要、レジストリ項目、登録手続、レジストリの利用の各中項目とその下の詳細項目で構成する。
・資料４～８ページは、前年度の会議で検討した登録用シート案である。
・資料９ページ「SIPSおよびドメインの識別」に示した下記２点を、当会議で討議願う。：
　　◉国連CEFACT申請用識別子
　　　◉ドメイン識別子

・国連CEFACTに上述のデータ項目追加の要求を行う際には、Submitter IDの表記を求められる。AFACT等を意識し、国名のJP、現在レジストリ登録の国内管理を扱うのはSIPSだけだが今後増える場合に識別が出来るようSIPS のS、申請年を西暦の下2桁の14、00001から開始するSIPS申請番号5桁とで構成するID案を作成した。　　
・現在、（特定非活法）ITコーディネータ協会が領域別メッセージの作成を行っている。その中で､共通辞書に無いものが出て来ており、それらの申請用に、同ID案の国連CEFACT申請用識別子として00001から順次付番したものを用意し始めている。 
・ドメインの登録用識別子に関しては、AFACTにも同様にするよう提案をしようと考えるので、国名のJP、レジストリ登録国内管理機関SIPSのS、4桁のドメインコード（申請者が､他ドメインと重複の無いよう確認して英字および／または数字のコードを決める）、ドメイン内で分けたい場合に付すサブ番号2桁とで構成する登録用識別子案を作成した。
・現在、㈱グローバルワイズやITC等でドメインのデータを作成しているので、登録用識別子を付けないと進めない所に来ている。
・同説明に関し、以下の質疑応答があった。：

－3桁目には、ASP等も入るのか。
  －一応、想定している。例えば金融機関で、(一社)全国銀行協会がやりたいという場合には「Sでは困る。」と言う可能性が考えられる。

・この識別子に関しては、AFACTにも同じ提案をする予定である。2桁の国名コード、その次に当該国の登録管理機関（１つに決まっていない場合は個別）を1文字で示す。例えば国内で、(一般財)流通システム開発センターであれば製造系と流通系は分けたいとして、「R」とすることが想定出来る。
・全日本電設資材卸業協同組合連合会もドメインコードを決められたい。現在は中小企業共通で進めている。ITCでドメインコード4桁を、例えばITCAと付ける。これにサブ番号2桁を、01がベース、02が製造、03が販売というように付けることが可能である。
・中身の管理を現在はITCが行っているが、自業界分を電材連で行う場合には、それらのメッセージの管理機関ということで電材連のドメインコード4桁を決め、中身の管理を行う。ITCは共通部分だけを扱うことになる。
・ドメイン識別子案に関し特段の意見は無く、AFACTに提案した結果によっては案が変わる場合もあり得るが、暫定的にこの案で進めることが了解された。
・また、国連CEFACT申請用識別子の場合は、Submitter IDがユニークであれば問題は無いということが了解された。
４－４．海外実証実験計画　
・海外実証実験計画に関し、資料（業界横断2014-1-07）によりリーダーが概要説明を行った。
・2013年度に愛知県補助事業で実施した「国際EDI標準：中小企業版(国連CEFACT／SIPS)」実証実験を、タイにおいて今年度実施する。
・DAT(Daiwa Kasei Thailand Co., Ltd.)という小島プレス工業㈱のタイにおける企業があり、その仕入先にホンダ系の企業がある。今回、トヨタでもホンダでも使える中小企業自動車業界版の実証実験も行う。
・自動車工業会JAMAからは、10月に実証を見たいとの要望があった。JAMAのEDI関係をホンダの社員が担当しており、トヨタでもホンダでも出来るものを見て貰う予定にしている。
・小島プレス工業㈱のグローバル展開現状図が資料１ページ下段にある。米国についてはある程度固まっており更に進出を拡大する見通しは無い。アジア諸国のうち、タイで今回実証を行うが、次のステップとしてインドネシアやインドと、順に進めたい。最近は南アフリカ進出の準備をする動きが盛んな状況だが、新たな地では既存のしがらみ等も無く、国際標準に基づく且つJAMAの標準でもあるものを持って行き易いのではと思われる。
・タイで実証を行うが、これらの国々の状況も知った上で行わないと、タイ独自のようなものになってしまうため、オプションの使い分けも考える。
・資料2ページに米国におけるEDI情報項目（数量､単価､品名､価格､金額）がある。海外の情報項目には単価が必ず入っている。日本では、単価が入っていず仮単価で物を納めてしまう商慣行がある。今回は国際標準でのEDI連携であり、単価を決めずしての納品はしたくないという自社の方針を確認し、この機会にグローバル標準に沿う形にすることにしている。
・資料3ページはインドネシアにおけるEDI情報項目（品番､品名､単位､数量､単価､金額）、4ページがタイにおけるEDI情報項目（項目､品名､数量､単価､金額）である。

・５ページ以下に、タイにおける実証実験の参加企業、実証実験のための事前調査（５月に実施）、同調査結果のまとめ、の事項別説明がある。７ページ下段スライド14の調査先3.SGMがホンダの仕入先である。ここで、トヨタ版を絞り込んだ小規模の情報項目による中小企業自動車版の実証実験を行う。現地の受発注を行っているタイの人達の意見を充分汲上げることが出来るよう説明文はタイ語も用意した。
・同説明に関し、以下の質疑応答があった。：

　－DATの日本人従業員は、タイ語で業務を行っているのか。
　－日本語が出来るタイ人を雇用しており、その人達が通訳をして業務を行っている。
・５月の調査実施後、テレビ電話会議でやり取りしているが、現地ではウェブEDIを行おうとしている。この企業は2015年春に創立20年目を迎えることから、システム担当者が社内の仕組みを整えるとして、ウェブEDIを行おうと動いている。個別EDIになってはいけないと、社命指示するやり方もあるが、タイ人従業員の円満な理解を得ることが望ましく、テレビ電話会議だけでは難しいため７月下旬に、「20周年には国際標準のものをDATで始めることにしよう。」と説得をしに行くということになっている。
・スライド24の、調査結果のまとめによる「受発注基本の流れ」のように、仕入先とのやり取りで出す内示Forecast、発注書PO、インボイスには、それぞれ署名付で回答が返される（日本では出しっ放しで、詳細はカンバンで調整する）。その事例を、資料末尾の＜参考＞に添付してある。それらには単位等が記載してあり、署名欄がある。現在は手書き署名だが、電子署名による認証への移行も図る。
・今回の実証実験には間に合わないが、SIPSで進めている認証の電子化の検討と適切な時期に合致させることになろう。
・スライド29に、タイの税制による“Tax Invoice”に関し述べてあるが、基本部分以外のタイ独特のものはオプションとして扱うことにする。
・タイにおける上記２つの実証実験は、９月上～中旬に行う予定である。他の国々では英語で良いが、＜参考＞の事例の通りタイの場合はタイ語と英語が必ず併記してあり、それに合わせることになる。
・インボイスは、事例の通り連番になっている。税務上、途中が抜けていると何か不正があると見られる可能性がある。
・Tax Invoiceに関し、2013年度の調査からの報告を事務局が補足した。：

　－取引相手先からTax Invoiceが届くと、保管し税務署のチェックを受ける。Tax Invoiceを、税務署／ETDAが電子署名付PDFとし電子化している。
４－５．支払通知プロセスとメッセージ
・支払通知プロセスとメッセージに関し、資料（業界横断2014-1-08）により事務局が概要説明を行った。
・資料1ページの「拡張金融EDIによる消込の高度化」は、振込の依頼と同時に､どの請求書に対する支払かという支払通知メッセージ― 国連CEFACTのRemittance Advice ―を付けて流そうとするものである。ただし、全銀ネット上に十分なEDI情報を乗せることがまだ出来ないため、そのEDI情報を別途取り置き､入金通知を出す時にそれを付けて渡すという方式を示している。
・これだけでは銀行側にメリットが無いため、EDI情報の活用を当TF内で検討し、「支払関連EDI情報がどこかに貯められていると、銀行側はそれを融資の参考情報として使える可能性があろう。」という仮説を立てた。
・取引情報の分析による融資への活用の可能性も、資料2ページ上段の図のように検討した。融資実行後は銀行が、融資条件に従い企業の業務・取引が堅調かをモニタリングできる。
・融資の調査は資料2ページ下段の図「EDI情報の融資への活用」のように､財務信用状況のチェックが現在は、試算表、財務諸表、資金繰り表で行われている。「日々の企業活動を確認して融資が出来れば、企業のモニタリングも可能であろう。」との仮説を立てた。
・支払通知書／支払メッセージの情報を金融EDIに設定することは可能であろうし、商品分類や仕入先コード、商品コード等も付加出来るのではないか、それらは国際標準ISO 20022のSupplementary dataのエリアに格納可能であろう、と考えた（３ページ上段「分科会の主な討議内容と今後の検討の方向性」）。　
・課題は、どんな情報を支払時点で渡せるかである。銀行に振込依頼を行い、銀行から入金通知を受けるのは経理部門だが、注文データを経理部門は持ってはいない。発注者、受注者の企業側のERPシステムがどうなっているか、どこの段階でどういう情報が流れるかを今回確認したい。
・３ページ下段の図「業務プロセスの中で扱われる情報」にあるが、発注者側の製造部門が必要な物につき、購買部門に発注を依頼する、注文のプロセスの契約が決まると、製造部門同士が納入指示と納入受付を行う。納入完了次第、受注者側営業部門に請求を行うよう完了通知を出す。発注者側の製造部門は購買部門に検収済を知らせる。
・この先を知りたいのだが、営業部門は完了通知を受け、請求書を購買部門に出す。購買部門はその請求書をまとめ、買掛明細か支払通知のいずれか－ 企業により名称が異なる －で、「この支払を行う､明細はこうである。」と通知する。同時に、発注者の経理部門に銀行への支払依頼を行うよう伝える。受注者の経理部門は、入金通知を受けると請求の控を出し消込を行う。
・この図は事務局の案だが、どうであろうか。請求書を誰が出すのか。営業部門か経理部門か。　
・同件に関し、以下の意見交換を行った。：

　－大手企業の取引では、支払通知は請求の前に行われる。検収と支払通知と同じタイミングである。納入を受けるとその確認で検収が行く、あるいはそれを支払通知で置換えるという方式である。受注者は、それを受けて請求書を送ることが出来る。請求は最後ではないか。データの流れとして、経理部門からデータが飛んで行くことはあり得ない。
　－ある企業では、営業業務が請求書を出し、経理部門は関係しない。受持ち区域テリトリーと責任範囲が決まっており、請求書を出す時は、経理部門のチェック等は入るが、金の回収まで全て営業業務が行っていた。普通は、買掛明細が請求の前、後で確認して請求書が出る。
－大企業はそうかもしれない。

－商流と物流が１対１であれば同案が成立するが、商流と物流が分れる複雑な場合には成立しない。
－その場合に関してはここでは別にする。商流と物流が１対１で一致する場合に限定する。その後で、一致しないものを扱わないと、普遍化出来ない。
－企業毎の事情に拠るのではないか。企業の金、在庫等はその企業の資産である。資産を社員に預けることはあり得ず、それを何らかの形で譲渡していれば、明確な責任分担になる。A社が、そこを経理が行い、Ｂ社は、そこを営業が行っているとすると、その企業の仕組みであり、制度ではない。このパターンを一つにまとめるのは難しいのではないか。
  －典型的な形にまとめる必要がある。銀行と付合っているのは経理部門であろう。経理部門が、どういう情報を持っているか、銀行にどういう情報を流せるかということを知りたい。全ての情報がプロセスの上流にあると、経理部門に流れて来ない。それを知るための案である。
－小規模企業では経理部門が全部を握っているが、大企業であると担当部の現場が全てを行う。経理部門は金の管理のみを行う。経理部門は報告を受けるだけである。

－大企業になると、金は経理部門担当ということか。銀行との付合いには、借入れる付合いと預ける付合いとがあるが。

－支払という手続に関してだけである。経理部門／財務部門は、支払指示を受けた時に資金繰り上、どの銀行のどの口座から支払うかを決める。
－買掛明細、請求、支払通知の順であり、請求は一括請求である。
  －請求は、発注者が「違っている。」と言うと書き変える必要があるので、納品した分に対し発注者側が確認を行う。それが支払通知であり、買掛明細は分らないが、支払通知を出す。「買ったことを認めるから、それに対し請求を起こせ。」と言った結果、請求書が流れる。
　－取引の力関係はあり得る。
　－日本の請求方式は必ず請求明細が付く。中身と明細は一体で行く。そのマッチングは必ずする。海外ではインボイス方式であるので合計金額が全く無い。日本の商習慣と国際的な商習慣との違いをどうマッチングさせるか。
　－紙だけでやっている場合は、買掛明細や支払通知を紙で出さなくても、請求書と明細とを送って支払えということになっている。データ化して行く時に、流通のように請求書を無くすために、先に納品したものを検収し受領を出す。それをもって請求に代える方式が増えている。
－仮定として知りたいのだが、請求情報を経理部門が持っているか否か、買掛明細、支払明細の情報を発注側の経理部門が持っているか否か、はどうか。
　－持っていない。経理部門は関知しない。経理部門にいくら支払うようにという指示を現場から言い、月末一括でこれだけと金額をいれた支払依頼が行き、経理部門は言われた金額を支払う。受注者側は、入金通知に対しそれが実際に正しいかをチェックする。
－請求したならば経理部門は、例えば台帳に記入する際には、買掛を仕分帳に計上する。仕分帳に記入するのは経理部門ではないか。　

　－そうであろう。
　－であれば、請求情報は必ず経理部門が持っていることになる。
　－買掛情報や売掛情報は、基幹で持っているものであるので、どちらの部門からも参照出来るようになっている。部門内限りにしている情報ではなく、これだけ売ったという情報に関しては、締めの段階できっちり見えるようになっていることが前提だと思う。
　－紙の場合だと、どの部門のテリトリーということが言えるかもしれない。システム化された段階では、請求を発行するタイミングは現場が指示し経理部門が納得してから、現場あるいは経理部門から出す。
　－流通では多分、経理部門が出す。
－いわゆる仕訳帳に入力する所までやっているということになる。
　－ただし、仕訳のデータは支払としてまとめて入力する。

－まとめ処理を通常行っているのか。

　－自動化されており、自動仕分けである。現場は貰った伝票を入力するだけであり、仕分けは基幹システム側で自動的に行う。現場はどの金額がどの現金の出し入れに対応しているか分らなくなり、結果は機械に全て入っているので、見れば分ることになるが、そこまで見ない。
－受領をもってERPは仕分けを行うということか。
  －受領があって初めて売掛を計上する。
  －出荷したら、出来ることが出来なくなるというのはその部分である。EDI情報で受領が必須になる。
  －売掛計上した後に、ERPで自動的に売掛計上／請求控になり、経理部門は請求を行う。請求書は経理部門が出すということか。
　－それは企業により異なる。小規模企業は現場と経理部門があり、経理部門が出すであろう。大企業では、現場と営業総務部門と経理部門があり、営業総務部門が、請求書を起こすことも含め全部を処理する。システムの中で全て行われ、結果だけが経理部門に行く。
  －経理部門は結果だけと言うと、チェックする義務は無いのか。ERPに入っていれば良いということか。
  －大手は無いであろう。
  －売掛計上だが、納品して相手側が検収したという通知を経理部門に渡さないと売掛金の計上は出来ない。
  －現場が受領までを受取って経理部門に回し、そこで初めて計上されるということか。　
  －そうである。

  －受領書を受取った所がERPに「受けた。」とのフラグを立てるのか。
  －売る側はそうする。製造側は納品するだけであり、先方が検収すると、経理部門に受領が行く。そこで仕分帳に売掛を計上する。
  －受注者側の製造はこうではない。顧客からは見えない。
  －納品書のレベルはどうであろう。
  －納品も注文を受けるのも、営業部門である。
  －受領を受けるのも営業部門であろう。

  －受領を受けた後に納品書を渡し確定する。
　－上方の納品書を出荷伝票とする。出荷伝票、受領、納品書の順である。

  －受領の後に納品書が出て来るのか。
　－確定した場合に納品となる。

  －パーツものになっている場合は、そのまま納品書として返って来る。例えば流通では、納品書は複数枚続くことがある。
　－間違っていても持って行き、顧客が引取らず戻ってきた場合は、売掛には出来ない。売掛に出来るのは顧客が引取った、受領＝検収があるものだけである。
  －検収がされて初めて計上出来る。
  －出荷通知、受領書、納品書の順の場合と、納品書兼請求書、インボイスの場合ということか。
  －納品書は「届けた。」というものであろう。
　－納品書のデータは売上げデータに登録され、月次で請求日に締めて売上げデータが合計される。　
  －建設の場合は元請けが必ず受領の判を押す訳ではなく、下請けや孫請けが押すこと
がある。受けたという証拠を貰うだけになる。
　－支払査定される。
  －判を取っているので、それが証明書だということであろう。

　－出荷通知は、製造部門が出すのか。
  －営業部門が出す。出荷通知、受領書、納品書は複写伝票になっていて、受領書だけが返って来る。

  －請求書はどこが出すのか。
　－経理部門が出す。
  －営業総務部門もあるのでは。

　－余談だが、営業に請求書を出させるとチョンボする。
  －自社の場合は、営業部門内に営業部隊と営業業務が別個にあり、営業業務が請求書を出す。
　－営業業務は経理部門の出先であろう。
  －そうだと考える。
  －営業総務部門は経理部門の出張所のようなもので、その背後に金の出し入れを行う財務があり、最後に締める経理がある。
  －経理部門の中に在るのか、ERPが持っているのか判らないが、経理部門としては請求書、支払通知の明細は分っているのであろうか。
  －支払通知は経理部門ではなく、営業部門ではないか。
　－営業部門がデータを握っているが、実際に請求書を出すのは、買掛と売掛の確定に結び付く経理部門である。
  －現場が出荷し、その受領を現場が受取り確認後に、経理部門に回す。受領書は経理部門に直接届くのではなかろう。支払通知は、受領書と同じ位置付けになるのではないか。
  －ERPがあると考えると、売上計上のレベルでは必ずERPと接続していると言えるのではないか。
　－大企業が相手になる時は、出荷イコール請求である。出荷と同内容の請求書が来る。間違っていたら、後で精算する。電材メーカーもコンピュータメーカーも建材メーカーも、大手と行う時はそうである。
  －日本の場合、仕入、単価、数量等は納品書に入って来るのか。
　－納品書と請求明細書に入って来る。
  －ということは、ここに入るのはRemittance Adviceではなく、インボイスということか。

　－初めは全銀ネットでという話であるので、タイミングが違う。
　－そこにインボイスを入れるかRemittance Adviceを入れるかは、金融機関側がどういう情報であれば参照する意味があるとするか次第になろう。多分、明細が入っていないと彼等にとっては意味が無い。仮説を立てた中で、明細が入っている情報は、流通の場合には最上段の受領の所のみである。明細が欲しいのであると、それは受領までになる。
　－請求となる以降は、流通の場合には伝票番号単位になり、商品の詳細は無い。納品書内に複数の製品があり、それが確定すると、あとは納品書の番号がいくつかあって１カ月のまとめた請求書になる。金融機関側が欲しい情報により、入れるのはインボイスかRemittance Adviceかが決まろう。　　
  －「商品明細が必要か。」ということがポイントになる。流通の場合には、受領書のレベルまで入れれば商品明細がある。
　－製造業界の場合は、請求書内の請求明細に製品自体の情報までが入っているのかどうか。
  －流通の場合には、出荷通知、受領書、納品書は同じ事項が書かれた複写式になっているのか。
　－流通の場合には、出荷通知が兼受領書、兼納品書であり、明細が付いている。
  －カーボン複写の場合、配送、営業、経理等へ同じ伝票を回せる。
　－請求書以降は商品明細が無いという。この情報はERPできっちりとなっていれば、経理部門が参照するのは難しくはないと思われる。
  －明細が無い時に、請求が正しいかを経理部門はどうチェックしているのか。
　－受領確定時点で売掛計上がなされる。そこのデータを見てチェックする。

  －それが共有される、経理部門がその受領情報を見ることが出来る、ということである。出そうとすれば、その情報を出せるということである。

　－請求はその情報に基づいて出す。締日までに受領が確定しており、請求出来るものを積上げて請求を出す。明細の冒頭に付いている納品書単位の番号を請求中に全て入れるので、その情報まで見える。
　－全国ベースで動いている電材連企業の収めた先への請求書の出し方には、流通の例のようなケース、明細が見えるケース、伝票が見えるケース（割合は少ない）と、大きく分けて３パターンがある。
　－流通の場合は、送付状があって、伝票の積上げでの請求書を出す。請求書の明細は伝票の積上げでしかない。その伝票も、下の商品明細は請求から外す。最近は、そういうことにも対応しようとの企業も一部出て来ている。証憑として、そこまでの情報を全部付けないといけないと細かくやっている所も、要求され始めているというようなこともいくつかある。
  －国連CEFACTの標準のRemittance Advice送金通知メッセージ（資料08の５ページ）に、文書、支払人、受取人、金額、仕向・被仕向の両口座、金融機関がある。(一社)全銀協のファームバンキングの情報にはこれらと同じ項目が並ぶが、取引事項の情報は全く付いていない。
  －Remittance Adviceの取引事項に明細があり、その中に請求文書があって請求書番号を入れるようになっているが、その内訳の商品明細は無い。請求関連文書に伝票番号を並べるが、上述のように情報が取れるので、「その下に伝票毎に商品コード、単価、数量等を付ける。」ことが必要かどうかである。
  －伝票毎の商品コード、単価、数量等を付けることが出来るが、そのニーズはどうであろうか。
　－マッチングをする場合に明細が必要である。伝票番号だけでは消込が出来ない。
  －消込は、金額が合っていれば出来る。金額が相違すると、その下までチェックしなければならない。
　－金額の相違、数量の相違、商品の相違等、種々の相違がある。　
　－金額マッチングで品物が違っている場合もある。明細まで見ないと分らない。一つ違うと他も違っていることもある。仕入は相手から来たものとのマッチングなので、そのチェックは業務的に労力が掛かる。販売であれば確定すれば良く、簡単である。
　－取引当事者間でも難しいのに、そうした情報を銀行に渡して融資の材料にし得るであろうか。
　－日々貯まる取引業務データをビッグデータ化し、その傾向－ 商品が売れているか否か等 －を見る。
  －企業は嫌がるかもしれない。

　－輸出入のように、品目コードが標準化されていると判るが、それぞれの企業が付けた固有コードで、それが出来るとは思えない。
  －アパレル業界では、同品でも色柄とサイズでバリエーションが多様になる。どう扱うかがあろう。
　－建設業界では、建築業法の関係から返品が出来ない。そこで、完成した時点の納入
商品で、まず見積書を書き、それに従い、物を100％納めたという証拠の請求書を書く。売上情報から見積書を後で作成し、請求書を出す。
  －伝票番号だけでは駄目で、伝票に対する情報を管理している企業であれば、消込が可能である。その伝票に繋がるシステムになっていないといけない。
　－企業ではそうなっているが、それを総合振込の所に「付けて出すように。」と言うと、例えばイオンと花王の１カ月分の請求の取引を明細まで入れるようにと言われると、彼等はどうであろうか。
  －伝票番号は、どうか。

　－伝票番号だけでも、結構な数になる。

  －伝票番号の突合せは、企業で自動的に行っているであろう。
　－その前の請求や支払案内で情報のやり取りをしている。その上に、総合振込の時に再度それを付けることには、「イエス」とはなかなか言わないのではないかと思う。月に何千、何万とあり、その明細行が６～10あり､明細のリファレンスを付ければ何十万、何百万となろう。
  －年商４千億円の中堅以上のスーパーマーケットで、年間伝票１億枚であるという。
  －ここのレベルで、伝票の内訳まで入れるとすれば、ギガ単位のサイズになろう。そうしたものは全銀ネットでは流せないことになる。
  －流通の場合は、伝票一つの単位は小さく、1伝票に１行、２行という場合もしばしばある。1伝票の平均が、１枚５千円位であるという。その枚数は、夥しいものであろう。
　－伝票番号まで入れるのは、どうか。Reference IDをずっと並べる。
　－伝票番号と金額があるだけでも、消込は楽なのではないか。違っている所があれば
調べることになる。
  －現在そうしている。それぞれが妥協した結果である。
  －品物が違っている場合には、見えないが。
  －違っているものだけ抜き出し、その伝票番号が何故違っているかを経理部門が現場に問合せて調べて貰う。
　－金融系が明細まで持つのは非現実的ということになる。見たい、持ちたいと考えてはみても、見ることが叶わない。
  －（企業側は）持たれたくない。

  －この話は、金融側も企業側も嫌がっているということになる。金融側は多量のデータを送られても経費が掛ると言い、企業側は自分達の取引の流れを銀行に見られたくないと言う。
  －消込のためには、何を流せば良いか。消込のためのものを流したら、その情報で銀行としてはどうするかを考えたい。
  －１請求書に対して伝票は何枚ぐらいあるものか。
  －業界により異なる。事業規模によっても異なる。
  －最大限として、イオンと花王の例ではどうだろうか。
　－何万 ～ 何十万になろう。地域の店舗単位で発注を掛ける。「 ☓ 店舗数」ということである。
  －スーパーマーケットは年商何兆という単位、流通業界平均して1枚5千円で割ると、枚数が出る。
　－次週、(一般財)流開センターでその辺のことを詰め、29日にイオンと打合せを行う。多分、どの位の量になるかが分かってくる。
　－電材連の仕組みでベンチマークを行っているデータ数は、月次売上伝票で10万明細、年間120万明細、3年分のデータベースを保持してなければならない。事業規模は50億～100億で、3年間360万明細をリアルデータとして持ち、システムを回している。
　－スーパーは、単価は低く数が多い。
　－設計は多分、例えば伝票までするが、大手は伝票まで入れない。大手は事前に支払案内を概ね出しており、ある程度の消込は行える。月に十万ある伝票を振込時点にまとめ、入金通知が来てから消込を行うのでは処理が終らない。支払案内は、請求に対して事前に来ている。それに仮の消込を掛ける。実際に金が何千万、何億と入ると、その金額とほぼ合致すれば処理出来るようにしている。まとめて一気に消込を行うのでは、回らない。
　－中小企業、特に零細企業は、支払明細なので、小売りできちんと出していない所がある。そういう所は、金が振込まれ請求金額と突合せて相違があると、伝票を再度見直さなければならず、そこに明細があると効率的に処理が出来ることになる。
  －Remittance Adviceは、支払案内ということか。

　－流通では支払案内である。

－この情報自体を中小企業は)投げていない。請求書が来た後は、実際に振込むだけである。
  －Remittance Adviceを先に出すか、小規模であれば中に入れるか。
　－（中小企業は）データとして作ることが出来、送ることが可能かどうか、というのが現状であろう。支払案内を貰えていない所は、入っていると助かるというニュアンスであった。総合振込－入金通知という形に入って来る情報は、売掛の効率化というよりは他の、例えば経費等の様々なパターンがあるので、それらの効率化になるという話であった。
　－製造系では、事前の支払明細はどのようになっているのか。
　－買掛明細は来る。

  －買掛明細は支払案内と比べ、どうであろうか。
　－請求書は出さない。違っている場合は、自社での照合で受領書を確認する。受領書があれば成立する。
  －建設・建築業界では、「違算」は正しい言葉であり、営業で互いに調整し合って埋める。
  －7月末までに、製造と流通それぞれに再度調査をお願いする。

　－(一般財)流開センター側では、「今回の共同実証実験では、これで行う。」ということを29日に決める。
４－６． その他 － XMLデータを埋込んで表示する方法
・XMLデータを埋込んで表示する方法検討の趣旨を、今年度当TF活動計画（資料03）のスライド2の下記活動項目およびスライド3の下記スケジュールにより、事務局が説明した。同検討の開始が、本日の会議になる。実装用ソフトウェアの試作は、今年度中か次年度初めになろうかとの見通しである。：　
　◈活動項目 (5)　
中小企業を考慮した可視化出来る電子署名導入可能性調査



・電子署名付XML埋込み文書（PDF､HTML等）の検討
　◈スケジュール　
2014年７ ～ 8月  I-Form可能性調査

・XMLデータを埋込んで表示する方法に関し、資料（業界横断2014-1-10）により、金流商流情報連携タスクフォースリーダーが概要説明を行った。
・2000年前後からXMLの普及が図られて来ている。当初XMLデータは人も機械も読めることが売りであったが、そのデータがきっちりと並んでいても機械処理は出来るが、人が読むには難しいと、今では考えられている。
・文字の位置やフォント等、人が読むには多様な情報を使っているが、XMLデータの中にはそれが無く、見せるという意味では困難さがある。
・その解決のための工夫として、PDFに変換し印刷／配布したり、HTMLに変換しブラウザで表示するようにしている。元はXMLデータであっても、見る時にはHTMLの形に直してブラウザで見るということが殆どである。
・ウェブEDIなどは、XMLデータにもしないで直接HTMLで行う。
・変換ツールは多くあり、利用すれば変換は出来るが、PDFやHTMLに変換した後で、そのファイル等内のデータを再利用しようとすると使えるのか、そのフォーマットを使い入力しようとすると使えるのか、数値や文字データを入れる、画像データを入れることが出来るのか、という点がある。
・タイでは、日本の印鑑に代る署名を文書に記載することが多々ある。その署名データ（人が手書きした画像データ、電子署名とは異なる）が証跡として重要とされている。その入力が出来るようにしなければいけないと考えた。
・入出力フォーマットに関し、資料10のスライド3と４にPDFおよびHTMLの機能の現況をまとめた。
・商取引で行おうとすると、データを取出す必要があるが、PDFおよびHTMLの両方とも、現在はそこが弱い。
・出力フォーマットとしては両方とも優れている。入力そのものはPDFやHTMLで出来るが、データを取出そうとすると、定型的な形でなく個別に抜出すとか、PDF内に画像データがある時にどこを抜出せば良いか等、そのノウハウがありやりずらい。
・その原因について調べた。XMLであると、タグ（＝メタ情報 ― ここはどういう情報が入っている等を示す）が付いている。そのメタ情報がPDFやHTMLへの変換時に、殆ど消されてしまうことが判った。
・そこで、メタ情報が残っていればデータの取出しが出来るのではないか、というアイデアに至った。　
・そうしたことを行っている人々を探し、メタ情報を残す方式を開発している人達や関連規格の存在が、資料10のスライド5～7のように判った。
・データの取出しの方法は、手の届く所に来ているかと思われる。ただし両方とも、どういうものを埋込むか、埋込むものの指定はまだ明確になっていないと見受けられる。
・今後どうするかについて、資料のスライド8と9に案を示した。PDFやHTMLのベースの技術の上に、エクセル等を埋込む、取出すことが出来るのではと考える。
・同説明に関し、以下の質疑応答および意見交換があった。：
　－PDFのA3が、XMLのPDF組込のISO規格と言われているかと思うが。
　－それが、上述のスライド7内のXMPの国際版である。XMP自体はアドビシステムズが作り、国際標準化した。
　－これを使えるものをA3と言うのか。　
  －A3にしていると思う。国際標準では、仕様としては固定化されるので、最新版はアドビがどんどん作り、拡張している。アドビは一応オープンソースでこの辺りを出してくれている。国際標準にあまりこだわらなくても良いかとも考える。国際標準に出来るだけ則るほうが良いということはあるが、オープンソースで手に入るのであれば、色々な人々が自前で出来るということは良いのではないか。
　－タイの場合も、アドビでこれを使っているようである。
  －PDFは、元々は紙に印刷するように作ってあるので、データ処理をするには不向きなスタートであった。一見、拡張してあるが、根っこがやはりそこにあるので、難しさがあろう。
　－オープンソースを誰かきっちり書いて来て、使えるようにならないと駄目である。アドビに言っても、してくれない。
　－PDFだけでなく、HTMLの画面設計も必要なので、SIPS会員のベンダー達にぜひ勉強して頂きたい。
  －XMP等、技術自体は既に存在しているので、関心があれば勉強して頂ければと思う。ここでは、どちらかと言うと、どう組合せて今までに無かったようなものを実現するかを検討し整理をして、年度末位までに報告出来るようにしたいと考える。
　－出来れば、EDIのXMLメッセージをどのようにしてHTMLやPDFで表現して行くかを検討して頂きたい。
４－７． 今後の予定　
・資料03スライド3の「活動スケジュール(案)」７～10月のスケジュール等を勘案し、下記の次回会議日程を合意した。　
・第２回TF会議
９月１８日（木）　14:00～17:00　
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